
島 根 県 報
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第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

地方税法第���条の�の	の規定に基づく特約業者の指定の取消し （税 務 課） �

介護保険法の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の指定 （高齢者福祉課） 


介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事 （ 〃 ） 


業者の指定

農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第
�
号）の一部改正 （農 業 経 営 課） 


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第
��号）の廃止 （ 〃 ） 


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第��
号）の一部改正 （ 〃 ） 


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第���号）の一部改正 （ 〃 ） 


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第���号）の一部改正 （ 〃 ） 


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第�

号）の一部改正 （ 〃 ） �

保安林の指定 （森 林 整 備 課） �

指定漁船調書の縦覧 （水 産 課） �

大規模小売店舗立地法の規定による大規模小売店舗に係る事項の変更の届出 （経 営 支 援 課） �

島根県建設工事入札結果等閲覧規程の一部改正 （土 木 総 務 課） �

土地収用法の規定に基づく事業の認定 （用 地 対 策 課） �


 �

狩猟免許の更新のための適性検査及び狩猟に関する講習会の開催 （森 林 整 備 課） �

��
�
�

島根県立松江教育センター及び浜田教育センター研修用コンピュータ等機器賃貸 （高 校 教 育 課） �

借に係る一般競争入札の実施

遺失物管理システムの賃貸借（運用保守業務を含む。）及びシステム構築業務委 （警 察 本 部） ��

託契約に係る一般競争入札の実施

����

島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則の一部を改正する規則 �


� �

火薬類製造保安責任者試験及び火薬類取扱保安責任者試験の実施 （消 防 防 災 課） ��

� �

平成��年�月�日付け島根県報第�����号中 （地 域 福 祉 課） ��

平成��年�月��日付け島根県報第�����号中 （森 林 整 備 課） ��

平成��年�月�日付け島根県報第�����号中 （ 〃 ） ��
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平成��年�月��日 (金)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

地方税法（昭和��年法律第���号）第���条の�の�第�項の規定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消したの

で告示する。

平成	
年�月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������	

介護保険法（平成
年法律第	��号）第��条第�項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者を次のとおり指定したの

で、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成	
年�月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������
	

介護保険法（平成
年法律第	��号）第�	条第�項及び第��条第�項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者及び指

定介護予防サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第��条第�号及び第		�条の
第�号の規定により告示す

る。

平成	
年�月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������	

農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第�
�号）の一部を次のように改正する。

平成	
年�月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 平田地域の項を次のように改める。

� 削除

注中「関係農林事務所及び」を「隠岐支庁、各農林振興センター及び事務所並びに」に改める。

第	����号 平成	
年�月	�日(�)

氏名又は名称 代表者氏名 主たる事務所又は事業所の所在地 取消しの年月日

川本石油有限会社 那須野数江 島根県邑智郡川本町大字川本�	�番地� 平成	
年�月�	日

事 業 者 の 名 称 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

特定非営利活動法人 すてっぷ すてっぷ居宅介護支援事業所 益田市駅前町	�番�号
平成	
年
�月	�日

事業者の名称 指定した事業 事業所の名称 事業所の所在地
指 定
年月日

雲南農業協同組合
通所介護 ＪＡ雲南すずらん デイ

サービスセンター
雲南市木次町里方	�
�－
		


平成	
年
�月�日介護予防通所介護



島 根 県 報

��������	


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第���号）は廃止し、平成��年�月��日から施行する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 出雲地域の項地域の範囲の欄を次のように改める。

出雲市のうち、次の図面の赤色で着色した部分（ア�昭和��年島根県告示第	��号で定められた出雲都市計画用途地域の区

域、イ�平成�
年��月�日平田市告示第��号で定められた平田都市計画用途地域の区域、ウ�昭和�	年島根県告示第�
号で定

められた大社都市計画用途地域の区域、エ�昭和�
年�月��日建設省告示第�
��号で定められた臨港地区、オ�港湾法に基づ

き、昭和
�年島根県告示第
��号で定められた港湾隣接地域の河下奥宇賀地区及び多伎地区、カ�鳥獣保護及び狩猟に関す

る法律に基づき、昭和�
年島根県告示第��
号で定められた鰐淵特別保護地区、キ�昭和�	年�月�日に指定された西田�

から�まで、佐香�、佐香�から�まで、久多美、旅伏山及び十六島の各官行造林、ク�平成��年島根県告示第�
号で定め

られた斐伊川地域森林計画区の林班番号第���から第�

まで、第���から第��
まで、第���、第�
�、第�
�、第�
	の�、

第�
�の�及び第�
�から第��
までのうち平成��年��月�	日現在の各保安林、ケ�小田国有林、コ�自然公園法に基づき昭和


�年�月�
日厚生省告示第���号で定められた大山隠岐国立公園の日御碕特別保護地区及び島根半島西部特別地域（第�

種・第�種）並びに昭和��年島根県告示第�	
号で大社町及び平田市の区域のうち、別添図面の斜線部分を農業振興地域

の縮小を行うこととされた区域）を除く区域

���������


農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 大社地域の項を次のように改める。

� 削除

注中「関係農林事務所及び関係役場」を「隠岐支庁、各農林振興センター及び事務所並びに関係市町村役場」に改め

る。

��������



農業振興地域の指定（昭和�	年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 佐田地域の項を次のように改める。

� 削除

注中「関係総合事務所及び」を「各農林振興センター及び事務所並びに」に改める。

第����
号 平成��年�月��日 (
)
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農業振興地域の指定（昭和��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 多伎地域の項を次のように改める。

� 削除

注中「支庁、関係総合事務所及び関係市町村の役場」を「隠岐支庁、各農林振興センター及び事務所並びに関係市町村

役場」に改める。

��������
	

森林法（昭和�	年法律第���号）第�
条の�第�項の規定により保安林の指定をするので、同法第��条第�項において

準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 保安林の所在場所

安来市伯太町上小竹���


� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び安来市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������	

漁船損害等補償法施行令（昭和�
年政令第	�号）第�条第�項の規定により、漁船損害等補償法（昭和�
年法律第��

号）第���条第�項の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同令第�条第�項の規定により、届出に係

る指定漁船調書を縦覧に供する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 届出事項

� 発起人の住所及び氏名

出雲市大社町杵築西���
－� 中島 貞之

〃 大社町宇龍
� 山根 清寛

〃 大社町日御碕��	 高木 昇

� 加入区

大社町加入区

� 漁船損害等補償法第���条第�項の申出をする漁業協同組合の名称

第�����号 平成��年�月��日(�)



島 根 県 報

漁業協同組合ＪＦしまね

� 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

告示の日から��日間

� 縦覧場所

漁業協同組合ＪＦしまね

����������

大規模小売店舗立地法（平成��年法律第��号）第�条第�項の規定による届出があったので、同条第�項において準用

する同法第	条第�項の規定により次のとおり告示する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から
月以内に、次の
に定めるところにより意見を述べることができる。

平成��年	月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

イズミ神西店 島根県出雲市大島町�
－�外

� 大規模小売店舗を設置する者の名称、代表者の氏名及び住所

株式会社 イズミ 代表取締役社長 山西 泰明 広島市南区京橋町�番��号

� 変更した事項

ア 大規模小売店舗の店舗名称

（変更前） イズミ出雲店 島根県出雲市大島町�
－�外

（変更後） イズミ神西店 島根県出雲市大島町�
－�外

� 変更の年月日

平成��年	月�日

� 届出年月日

平成��年	月�日

� 届出及び添付書類の縦覧場所

出雲市産業振興部商工振興課（島根県出雲市今市町���－�）


 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

� 意見書の提出先

松江市殿町�番地 島根県商工労働部経営支援課

� 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

� その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

第�����号 平成��年	月��日 (�)
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���������	

島根県建設工事入札結果等閲覧規程（昭和��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第	条第
号中「建設工事等」を「建設工事」に改め、同条中第	号を第�号とし、第
号の次に次の
号を加える。

� 発注する測量、建設コンサルタント業務、地質調査及び補償コンサルタント業務ごとの指名競争入札の指名業者名

を記載した書類

第�条第
項中「第	条第
号」を「第	条第	号」に、「同条第	号」を「同条第
号及び第�号」に改め、同条中

第	項を削り、第�項を第	項とする。


 �

（施行期日）


 この告示は、平成��年
月
日から施行する。

（経過措置）

	 この告示の施行の日前に入札参加者の指名が行われた指名競争入札に係る指名業者名を記載した書類の閲覧について

は、なお従前の例による。

���������	

土地収用法（昭和��年法律第���号）第��条の規定に基づき事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛


 起業者の名称

出雲市

	 事業の種類

出雲弥生博物館（仮称）建設事業

� 起業地

� 収用の部分

島根県出雲市大津町地内

� 使用の部分

島根県出雲市大津町地内

� 事業の認定をした理由

� 土地収用法第��条第
号の要件への適合性について

出雲弥生博物館（仮称）建設事業（以下「本件事業」という。）は、土地収用法（以下「法」という。）第�条第

��号に掲げる「地方公共団体が直接その事務又は事業の用に供する施設」及び第��号に掲げる「地方公共団体が設置

する公共の用に供する施設」に関する事業に該当する。

よって、法第��条第
号の要件を充足するものと判断される。

� 法第��条第	号の要件への適合性について

本件事業の起業者である出雲市は、起債等により財源措置を講じているので、本件事業を遂行する意思と能力を有

すると認められる。

よって、法第��条第	号の要件を充足するものと判断される。

� 法第��条第�号の要件への適合性について

第�����号 平成��年�月��日(�)



島 根 県 報

ア 本件事業は、同市内出土の埋蔵文化財を調査研究し、集中管理する「埋蔵文化財センター部門」と、そこから得

られた資料、情報等の成果について教育普及・展示活動等に活用する「博物館部門」の二つの機能を併せ持つ施設

を建設しようとするものであり、歴史研究・教育の充実と文化観光の振興に大きく貢献することが見込まれる。

従って、本件事業の施行により得られる公共の利益は相当程度存するものと認められる。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益は、起業地の選定にあたり、文化財を包蔵する可能性が極めて高く、

建物の建設が制限されている国史跡指定地に隣接するというこの地の特殊性を考慮し、過去に既に試掘調査が行わ

れ、その際に遺物が発見されず、かつ平坦部分が多いなど土地造成等に当たって最も経済的な条件を満たす候補地

を採用していることから、軽微なものであると考えられる。

ウ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益とを比較衡量した結果、前者が後者に優越すると認められ

る。

よって、法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 法第��条第�号の要件への適合性について

同市においては、平成��年�月の�市�町の市町合併（出雲市・平田市・簸川郡大社町・同郡湖陵町・同郡多伎

町・同郡佐田町）を契機に新市の将来像を示す、平成��年度策定の総合振興計画「��世紀出雲のグランドデザイン」

において、重点施策として�本の柱を掲げており、その柱の中に博物館を活用した歴史学習の充実を図る「��世紀人

材育成都市の創造」、博物館を新たな観光資源のひとつとする「��世紀出雲神話観光大国の創造」を謳い、古代出雲

を中心とした歴史学習の場として、また文化財の調査研究機関として博物館の整備を盛り込み、周辺の歴史文化施設

との連携強化や文化財の活用推進などを掲げている。

ところが、市町合併後においても同市の埋蔵文化財拠点施設が存在しないが故に、地域はもとより全国へのＰＲに

繋がらず、貴重な文化資源を教育・観光に活かしきれていない状況にある。

このような状況下において、本件事業は、平成��年�月に国の史跡指定を受けた全国最大級の弥生墳丘墓群である

「西谷墳墓群」を中心とする、同市内遺跡から出土した遺物及びその時代等を調査研究し、かつその成果を広く展示

公開・情報発信する施設を建設しようとするものであり、同市民からの施設建設を望む声の高まりや、平成�	年
月

に関係諸団体等から施設建設に関する要望書が同市議会に提出され、これが採択されたことなどを考慮しても、早急

に施行する必要性が認められる。

また、本件事業に係る起業地は、施設規模及び利用目的等から勘案し、当該施設建設に必要最小限の範囲内である

と認められる。

さらに収用の範囲は恒久的に設置される施設の用に供する起業地の範囲内にあり、それ以外の範囲は使用としてい

ることから、収用又は使用の別についても合理的であると認められる。

よって、土地を収用又は使用する公益上の必要があると認められるため、法第��条第�号の要件を充足するものと

判断される。

� 結論

既述のとおり、本件事業は法第��条各号の要件を全て充足するものと判断される。

よって、本件事業について、法第��条の規定に基づき、事業の認定をするものである。

� 土地収用法第��条の�第�項の規定による図面の縦覧場所

出雲市役所（文化観光部文化財課）

� �

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成�
年法律第		号）第��条の規定に基づき、狩猟免許の更新のための適

性検査及び狩猟に関する講習会を次のとおり開催するので、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則（平成�


年環境省令第�	号。以下「施行規則」という。）第��条において準用する施行規則第��条第�項の規定に基づき公告す

る。

第��		�号 平成��年�月�	日 (�)
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平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 適性検査及び受講の対象者

島根県内に住所を有し、狩猟免許の更新を受けようとする者

� 講習科目及び時間

� 適性検査

� 開催日時及び場所等

第�	��
号 平成��年�月��日(�)

科 目 時 間

鳥獣保護及び狩猟等関係法令に関する事項

�時間以上
鳥獣の保護管理に関する事項

鳥獣の判別等に関する事項

猟具の取扱い等に関する事項

科 目 検 査 事 項

視 力 視力及び視野の検査

聴 力 聴力の検査

運 動 能 力 歩行､ 四肢の屈伸､ 挙手及び手指の運動能力の検査

月 日 時 間 所 在 地 及 び 会 場 名 対 象 区 域

�月��日（金） 午前
時
出雲市大津町����

出雲合同庁舎
出雲市、斐川町

�月�日（水） 午前
時
益田市昭和町��－�

益田合同庁舎
益田市

�月�日（水） 午後�時�
分
雲南市木次町里方���－�

雲南合同庁舎
雲南市、奥出雲町、飯南町

�月�日（木） 午後�時
浜田市片庭町���

浜田合同庁舎

浜田市（旧浜田市に限る。）、江津

市

�月�日（木） 午後�時�
分
雲南市木次町里方���－�

雲南合同庁舎
雲南市、奥出雲町、飯南町

�月�日（金） 午前
時
鹿足郡津和野町日原��－�

日原山村開発センター
鹿足郡

�月��日（水） 午前
時
松江市東津田町����－�

松江合同庁舎
松江市、安来市、東出雲町

�月��日（水） 午後�時
浜田市片庭町���

浜田合同庁舎

浜田市（金城町、旭町、弥栄町、三

隅町に限る。）

�月��日（火） 午前
時
大田市長久町長久��－�

大田集合庁舎
大田市

�月��日（水） 午前
時
邑智郡川本町川本���

川本合同庁舎
川本町、邑南町

�月��日（水） 午前
時
隠岐郡隠岐の島町港町塩口��

隠岐合同庁舎
隠岐郡
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� 狩猟免許更新申請方法等

� 狩猟免許更新申請手続

狩猟免許更新申請書に記載事項を記入し、写真（申請前�月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦

���センチメートル、横���センチメートルのもので、裏面に撮影年月日及び氏名を記載したもの）�枚を添えて申請

すること。

また、銃砲刀剣類所持等取締法（昭和��年法律第�号）第	条第�項第�号の規定による猟銃又は空気銃の所持の

許可を現に受けている場合にあっては当該許可に係る許可証の写しを、当該許可を現に受けていない場合にあっては

医師の診断書を添付すること。

� 狩猟免許更新手数料

�
���円（当該金額に相当する額の島根県収入証紙を申請書の手数料欄にはり付けて納付すること。）

� 狩猟免許更新申請書提出期限

隠岐支庁農林局林業振興・普及グループ、各農林振興センター林業振興グループ及び事務所総務・鳥獣スタッフに

備え付けた狩猟免許更新申請書用紙により、当該講習及び適性検査実施日の��日前までに提出すること。

なお、郵送する場合は、封筒の表に「狩猟免許更新申請書」と朱書きし、受講票の送付に必要な郵送料に相当する

郵便切手をはり付け、あて名を明記した返信用封筒を添えて提出すること。

� 申請書の提出先

住所地を管轄する隠岐支庁農林局林業振興・普及グループ、各農林振興センター林業振興・グループ及び事務所総

務・鳥獣スタッフに申請すること。

� � � � � �

次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和��年政令第�
号）第�
�条の�第�項及び地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成�年政令第���号。以下「特例政令」という。）第�条の規

定により公告する。

平成��年�月��日

島根県教育委員会教育長 藤 原 義 光

� 調達内容

� 借入件名及び数量

島根県立松江教育センター及び浜田教育センター研修用コンピュータ等機器 一式

� 調達案件の仕様等

入札説明書による。

� 賃貸借期間

平成��年�月�日から平成��年��月��日まで

� 納入期限

平成��年�月��日（火）

� 納入場所

島根県松江市内中原町���－� 島根県立松江教育センター

島根県浜田市長沢町����－� 島根県立浜田教育センター

第�
���号 平成��年�月��日 (�)

�月�
日（木） 午前�時
邑智郡川本町川本���

川本合同庁舎
川本町、美郷町

�月�日（水） 午前�時
松江市東津田町����－�

松江合同庁舎
県内全域
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� 入札方法

借入に要する一切の諸経費を含めた総価で入札に付する。

なお、落札の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の�パーセントに相当する額を加算した額

（当該金額に�円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）を落札価格とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、入札書には見積った契約金額の���

分の���に相当する金額を記載すること。

� 入札参加者の資格

� 地方自治法施行令第���条の	第�項の規定に該当しない者であること。

� 地方自治法施行令第���条の	第�項の各号のいずれかに該当すると認められる事実があった後、�年を経過しな

い者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。

� 物品の売買、借入れ等に係る入札参加資格審査要綱（昭和
�年島根県告示第	号）第	条の規定により、入札参加

資格の認定を受け、入札参加資格者名簿の営業種目の大分類「文具・事務用機器類」中分類「情報処理機器」又は大

分類「借入品」中分類「情報処理機器」に登録されている者であること。

� 本公告に示した物品を第三者をして貸付けしようとする者にあっては、当該物品を自ら貸付けできる能力を有する

とともに、第三者をして貸付けできる能力を有することを証明した者であること。

� 営業に関し、許可、認可等を必要とする場合において、これを受けている者であること。

� 島根県が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負等の指名競争入札について指名停止の措置を受

け、入札日においてその措置の期間が満了していない者でないこと。

� 入札手続等

� 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒���－
��� 島根県松江市殿町�番地 島根県庁分庁舎�階

島根県教育委員会高校教育課（電話�
��－��－�
��）

� 入札説明書の交付場所及び交付方法

平成��年�月�
日から平成��年�月��日までの間、上記�の場所において交付する。交付時間は土日を除く午前�

時��分から午後�時��分までとする。

� 入札書の受領期限

平成��年�月��日（水）午前��時��分（郵便による入札にあっては、平成��年�月��日午後�時までに到着してい

ること。）

� 入札及び開札の日時及び場所

ア 日時

平成��年�月��日（水）午前��時��分

イ 場所

島根県松江市殿町�番地 島根県庁会議棟第	会議室

	 その他

� 契約の手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

入札者が見積った契約金額の���分の�以上を入札の開始までに納付しなければならない。ただし、島根県会計規

則（昭和��年島根県規則第��号）第��条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

なお、同規則第��条第�項中の「その者の見積る契約金額」は「その者の見積る契約金額を契約期間の月数で除

し、��を乗じて得た額」として取り扱うものとする。

� 契約保証金

契約金額の���分の��以上を納付しなければならない。ただし、島根県会計規則第��条の�各号のいずれかに該当

第��

�号 平成��年�月�
日(��)
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する場合は、免除する。

なお、同規則第��条第�項中の「契約金額」は「契約金額を契約期間の月数で除し、��を乗じて得た額」として取

り扱うものとする。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、入札説明書に記載された期限までに必要な書類を提出し、資格の確認を受けなけ

ればならない。

なお、当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

この公告に示した入札参加資格のない者が入札をしたとき、入札者に求められる義務を履行しなかったとき、その

他島根県会計規則第��条各号のいずれかに該当するときは、当該入札者の入札は無効とする。

� 契約書の作成の要否

要する。

� 落札者の決定方法

島根県会計規則第��条の規定に基づき定められた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った

入札者を落札者とする。

� 再度入札

再度入札は、�回まで行うものとする。

� その他詳細

入札説明書による。

� 	
���
�

� ���

�����
������������
��
��������
��

����������������� ���
��
	����� ��
	������

!
�����

��"���
�#�
������ ����
���	������!
�����

��$�����#�
������ ����
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次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第��)条の5第�項及び地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成6年政令第�)�号）第5条の規定により公告する。

平成��年�月�3日

島根県警察本部長 山 田 幸 孝

� 入札の内容

� 入札の件名

遺失物管理システムの賃貸借（運用保守業務を含む。）及びシステム構築業務委託契約について

� 賃貸借物件の仕様及び数量等

遺失物管理システム �式

詳細は、入札説明書による。

	 賃貸借期間

平成��年��月�日から平成�4年��月�&日の間

� システム構築業務委託

遺失物管理システムの構築業務

第�*33&号 平成��年�月�3日 (��)
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詳細は、入札説明書による。

� 委託期間

契約の日から平成��年�月��日の間

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の�パーセントに相当する額を加算した金額（当該金

額に�円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の���分の���に

相当する金額を入札書に記載すること。

入札書に記載された金額のうち最低価格を落札金額とする。

	 入札参加資格

地方自治法施行令第�
�条の�第�号の規定に基づき、入札に参加する者に必要な資格を次のとおり定めるものとす

る。

入札参加者にあっては、次に掲げる要件のすべてを満たし、島根県警察本部長の参加資格の確認を受けたものである

こと。

� 地方自治法施行令（昭和��年政令第�
号）第�
�条の�第�項の規定に該当しない者であること。

� 地方自治法施行令第�
�条の�第	項の各号のいずれかに該当すると認められる事実があった後	年を経過しない

者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。

� 島根県の実施する建設工事等の請負又は物品の売買、借入もしくは製造の請負の指名競争入札において指名停止の

措置を受け、入札日においてその措置の期間が継続中である者でないこと。

� 物品の売買、借入れ等に係る入札参加資格審査要綱（昭和
�年島根県告示第�号）第�条の規定により、入札参加

資格の認定を受け入札参加資格者名簿の営業種目（大分類「�
借入品」、中分類「	情報処理機器」）に登録されて

いる者であること。

� 本件入札に関し提出書類を提出期限までに提出し、島根県警察本部長の入札参加資格の確認を受けたものであるこ

と。

� 入札書の提出場所等

� 入札書の提出場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒
��－���� 島根県松江市殿町�番地�

島根県警察本部警務部会計課用度係

電話 ����－�
－���� 内線����～���
 ＦＡＸ����－��－����

� 入札説明会

ア 日時 平成��年�月�日（水）午後	時

イ 場所 島根県松江市殿町	番地 島根県第二分庁舎�階 第�会議室

� 入札書の受領期限

平成��年�月�日（木）午後	時（郵便による入札にあっては、正午までに到着していること。）

� 開札の日時及び場所

ア 日時 平成��年�月�日（木）午後	時

イ 場所 島根県松江市殿町	番地 島根県第二分庁舎�階 第�会議室

� その他

� 契約手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

契約予定相当額を契約期間の月数で除し、��を乗じて得た額の���分の�以上を納付すること。ただし、島根県会

計規則（昭和��年島根県規則第��号）第
�条の	各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

第�����号 平成��年�月��日(��)
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� 契約保証金

契約金額を契約期間の月数で除し、��を乗じて得た額の���分の��以上を納付すること。ただし、島根県会計規則

第��条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、入札説明書に示した書類を入札説明書に定める提出期限までに提出しなければな

らない。

なお、入札者は、開札日時までの間において、当該書類に関し、説明を求められた場合は、それに応じなければな

らない。

� 入札の無効

本公告に示した入札参加資格のないものが入札をしたとき、その他島根県会計規則第��条各号に該当するときは、当

該入札者の入札は無効とする。

	 落札者の決定方法

島根県会計規則第��条の規定に基づき定められた予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を

落札者とする。


 その他

詳細は入札説明書による。
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� � � � � � �

島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月�5日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
���������
�

島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則の一部を改正する規則

島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則（平成��年島根県人事委員会規則第9号）の一部を次のように改

第�,55�号 平成��年�月�5日 (��)
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正する。

別表第�第�の項第�号中「（�級に属するものを除く。）」の次に「及び島根県病院局職員の給与に関する規程（平

成��年島根県病院局管理規程第�号）別表第�医療職給料表�級別職務分類表に掲げる職（�級に属するものを除

く。）」を加える。

� �

この規則は、公布の日から施行する。

� �

火薬類取締法（昭和�	年法律第�
�号）第��条の�第�項の規定に基づき、島根県知事の委任に係る火薬類製造保安責

任者試験及び火薬類取扱保安責任者試験を次のとおり実施するので、火薬類取締法施行規則（昭和�	年通商産業省令第



号）第��条の規定により告示する。

平成��年�月�
日

社団法人 全国火薬類保安協会会長 中 村 輝 夫

� 試験の種類

丙種火薬類製造保安責任者試験

甲種火薬類取扱保安責任者試験

乙種火薬類取扱保安責任者試験

� 試験日時

平成��年�月��日（日）

� 試験科目

� 試験場所

松江市

� 受験願書常置場所及び提出先

安来市広瀬町石原���－� 能義安来建設業会館内 安来地方火薬類保安協会

松江市学園南�丁目��－� 松江市消防本部内 松江地区火薬類保安協会

雲南市木次町里方��
	－� 雲南建設会館内 雲南地区火薬類保安協会

仁多郡奥出雲町三成��
－�	 仁多郡建設会館内 仁多地方火薬類保安協会

出雲市塩冶有原町�－�� （社）島根県採石協会内 出雲簸川地方火薬類保安協会

大田市大田町大田イ���－� 大田建設会館内 大田市火薬類保安協会

邑智郡川本町川本��
－� 邑智建設会館内 邑智郡火薬類保安協会

浜田市原井町��
－�
 浜田建設会館内 浜田・江津地区火薬類保安協会

益田市中吉田町
��－� 益田建設会館内 益田地方火薬類保安協会

鹿足郡津和野町後田イ	
－� 鹿足建設会館内 鹿足地方火薬類保安協会

第��

�号 平成��年�月�
日(�
)

丙種火薬類製造保安責任者

試験

①火薬類取締りに関する法令

②信号えん管、信号火せんまたは煙火（原料用火薬および爆薬を含む。）製造工場保

安管理技術

③信号えん管、信号火せんまたは煙火（原料用火薬および爆薬を含む。）製造方法

④火薬類性能試験方法

⑤一般教養科目

甲種・乙種火薬類取扱保安

責任者試験

①火薬類取締りに関する法令

②一般火薬学



島 根 県 報

隠岐郡隠岐の島町西町名田の四，��－� 隠岐建設会館内 隠岐地方火薬類保安協会

松江市殿町� 島根県庁�Ｆ 島根県火薬類保安協会連合会

� 受験願書受付期間

平成��年�月�	日（火）から�月
日（木）まで

（郵送による場合は、�月
日までの消印があるものに限り受け付ける。）

� 受験手数料

������円（所定の方法により納付すること。）


 問い合わせ先

松江市殿町� 島根県庁�階 島根県火薬類保安協会連合会（電話����－��－����）

� �

平成��年
月�日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

平成��年�月�	日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

平成��年
月
日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第�����号 平成��年
月��日 (��)

ページ 箇 所 誤 正

� 島根県告示第���号

の表中
社会福祉法人 島

根整肢学園

松江市東生馬町

��－�

社会福祉法人 島

根整肢学園

江津市渡津町

���	番地

ページ 行 誤 正

� 下から�� 立木の伐採の限度 変更後の立木の伐採

の限度

立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期

間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度

並びに植栽の方法及び樹種

ページ 箇 所 誤 正

� 上から�� 土砂の流出の防備 土砂の崩壊の防備
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